新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱

第１条　略

第２条
１　略
２　別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、「林業成長産業化総合対策補助金等交付要綱（平成30年3月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）、林業成長産業化総合対策実施要綱（平成30年3月30日付け29林政政第892号農林水産事務次官依命通知）、林業・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領（平成30年3月30日付け29林政経第349号林野庁長官通知）、平成30年7月豪雨被災施設整備等対策実施要領（平成30年10月11日付け30林政経第345号林野庁長官通知）、合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策交付金等交付要綱（平成28年1月20日付け27林整計第232号農林水産事務次官依命通知）、合板・製材・集成材国際競争力強化対策実施要綱（平成28年1月20日付け27林整計第236号農林水産事務次官依命通知）、合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領（平成28年1月20日付け27林整計第237号林野庁長官通知）」に基づき実施するものとする。

第３条　略

第４条　規則第３条第１項の補助金等交付申請書は、別記第1号様式の１又は別記第1号様式の２によるものとし、所轄の林業事務所長（嶺北林業振興事務所の管内にあっては、嶺北林業振興事務所長。以下「所長」という。）に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第1号様式の１、別表第1の事業区分のうち３及び４については、別記第1号様式の２（ただし、市町村が補助事業者である場合は別記第1号様式の１）によるものとし、所長に提出しなければならない。


第５条第１項～第８項　略

	高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱

第１条　略

第２条
１　略
２　別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、「林業成長産業化総合対策補助金等交付要綱（平成30年3月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）、林業成長産業化総合対策実施要綱（平成30年3月30日付け29林政政第892号農林水産事務次官依命通知）、林業・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領（平成30年3月30日付け29林政経第349号林野庁長官通知）、平成30年7月豪雨被災施設整備等対策実施要領（平成30年10月11日付け30林政経第345号林野庁長官通知）」に基づき実施するものとする。





第３条　略

第４条　規則第３条第１項の補助金等交付申請書は、別記第1号様式の１又は別記第1号様式の２によるものとし、知事又は所轄の林業事務所長（嶺北林業振興事務所の管内にあっては、嶺北林業振興事務所長。以下「所長」という。）に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第1号様式の１、別表第1の事業区分のうち４については、別記第1号様式の２（ただし、市町村が補助事業者である場合は別記第1号様式の１）によるものとし、所長に提出しなければならない。また、別表第1の事業区分のうち３については、別記第1号様式の２によるものとし、知事に提出しなければならない。

第５条第１項第１号～第８号　略





新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	（削除）









(９)　別表第1の事業区分のうち３及び４の補助事業により取得、改良又はレンタルした林業機械を利用して生産される原木は、県内に木材加工施設を有する事業者等（以下「加工事業者等」という。）にその半数以上を供給しなければならない。
(10)　補助事業の実施においては、森林法（昭和26年法律第249号）、森林法施行令（昭和26年政令第276号）及び森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号）の規定を遵守しなければならないこと。
(11)　補助金の交付を申請するに当たって、県税の滞納がないこと。
(12)　市町村が補助事業者である場合は、補助金の交付に際し、事業主体に対して前各号に掲げる条件を付さなければならないこと。

第５条第２項　略

第６条　補助事業者は、規則第５条第１項第１号又は第３号の規定により、知事の承認を受けようとする場合は、別記第２号様式の１又は別記第２号様式の２による変更等承認申請書を所長に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第２号様式の１、別表第1の事業区分のうち３及び４については、別記第２号様式の２（市町村が補助事業者の場合は、別記第２号様式の１）を所長に提出しなければならない。


第６条第２項　略

第７条　補助事業者は、規則第10条第１項の規定による遂行状況報告について、知事から求めがあった場合は、速やかにその状況について、別記第３号様式による遂行状況報告書を、所長に提出しなければならない。
	(９)　別表第１の事業区分のうち３及び４の補助事業者が、素材生産事業者（以下「供給者」という。）である場合は県内に木材加工施設を有する事業者等（以下「加工事業者」という。）との間で、取りまとめ事業者である場合は県内に住所を有する供給者及び加工事業者との間で、加工事業者である場合は供給者及び取りまとめ事業者との間で、それぞれ間伐材等の安定供給協定（以下「協定」という。）を締結しなければならないこと。ただし、加工事業者が自ら生産・利用する場合には、協定の必要はないものとする。
また、県内に森林を有する森林所有者が請負契約等により、素材生産を行う場合は、森林所有者若しくは受注した素材生産事業者又は取りまとめ事業者のいずれかが、加工事業者との協定を締結しなければならない。この場合、県内に住所を有する素材生産事業者等は、補助事業者となることができる。
(10)　別表第1の事業区分のうち３及び４の補助事業により取得、改良又はレンタルした林業機械を利用して生産される原木は、加工事業者へ優先して供給しなければならないこと。

(11)　補助事業の実施においては、森林法（昭和26年法律第249号）、森林法施行令（昭和26年政令第276号）及び森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号）の規定を遵守しなければならないこと。
(12)　補助金の交付を申請するに当たって、県税の滞納がないこと。
(13)　市町村が補助事業者である場合は、補助金の交付に際し、事業主体に対して前各号に掲げる条件を付さなければならないこと。

第５条第２項　略

第６条　補助事業者は、規則第５条第１項第１号又は第３号の規定により、知事の承認を受けようとする場合は、別記第２号様式の１又は別記第２号様式の２による変更等承認申請書を知事又は所長に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第２号様式の１、別表第1の事業区分のうち４については、別記第２号様式の２（市町村が補助事業者の場合は、別記第２号様式の１）を所長に提出しなければならない。また、別表第1の事業区分のうち３については、別記第２号様式の２を知事に提出しなければならないものとする。

第６条第２項　略

第７条　補助事業者は、規則第10条第１項の規定による遂行状況報告について、知事から求めがあった場合は、速やかにその状況について、別記第３号様式による遂行状況報告書を、別表第1の事業区分のうち３については知事に、別表第1の事業区分のうち１、２、４及び５については所長に提出しなければならない。



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	第８条　補助事業者は、規則第14条ただし書の規定に基づき補助金の概算払の請求をしようとするときは、別記第４号様式による概算払請求書を、所長に提出しなければならない。


第９条　規則第11条第１項の補助事業等実績報告書は、別記第５号様式の１又は別記第５号様式の２によるものとし、補助事業の完了の日から起算して30日を経過する日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに所長に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第５号様式の１、別表第1の事業区分のうち３及び４については、別記第５号様式の２（ただし、市町村が補助事業者である場合は別記第５号様式の１）を所長に提出しなければならない。


２　補助事業者は、第５条第７号ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、前項の補助事業等実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになったときは、これを補助金額から減額して、所長に報告しなければならない。

３　第１項の補助事業等実績報告書の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合は、その金額（実績報告において前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに別記第６号様式により、所長に報告するとともに、当該金額を県に返還しなければならない。

４　前項の規定による報告は、第１項の補助事業等実績報告書を提出した年度の翌年度の５月末日までに行わなければならない。ただし、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定していない場合は、翌々年度の５月末日までに報告しなければならない。

第10条～第13条　略

第14条　この要綱の規定により、提出する書類のうち、複数の事業者により構成された連合会等の団体であって、県内で広域的に活動するものが行う事業については、知事に提出しなければならない。
２　前項に規定された事業にあっては、別記様式中「高知県○○林業（振興）事務所長」とあるものは「高知県知事」と読み替えて適用するものとし、高知県林業振興・環境部木材増産推進課に提出しなければならない。
３　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。
	第８条　補助事業者は、規則第14条ただし書の規定に基づき補助金の概算払の請求をしようとするときは、別記第４号様式による概算払請求書を、別表第1の事業区分のうち３については知事に、別表第1の事業区分のうち１、２、４及び５については所長に提出しなければならない。

第９条　規則第11条第１項の補助事業等実績報告書は、別記第５号様式の１又は別記第５号様式の２によるものとし、補助事業の完了の日から起算して30日を経過する日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに知事又は所長に提出しなければならない。この場合において、別表第1の事業区分のうち１、２及び５については、別記第５号様式の１、別表第1の事業区分のうち４については、別記第５号様式の２（ただし、市町村が補助事業者である場合は別記第５号様式の１）を所長に提出しなければならない。また、別表第1の事業区分のうち３については、別記第５号様式の２を知事に提出しなければならない。
２　補助事業者は、第５条第７号ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、前項の補助事業等実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになったときは、これを補助金額から減額して、別表第1の事業区分のうち３については知事に、別表第1の事業区分のうち１、２、４及び５については所長に報告しなければならない。
３　第１項の補助事業等実績報告書の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合は、その金額（実績報告において前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに別記第６号様式により、別表第1の事業区分のうち３については知事に、別表第1の事業区分のうち１、２、４及び５については所長に報告するとともに、当該金額を県に返還しなければならない。
４　前項の規定による報告は、第１項の補助事業等実績報告書を提出した年度の翌年度の５月末日までに行わなければならない。ただし、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定していない場合は、翌々年度の５月末日までに報告しなければならない。

第10条～第13条　略

第14条　この要綱に基づき知事宛に提出する書類にあっては、高知県林業振興・環境部木材増産推進課に提出しなければならない。



２　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。





新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	（附　則）
１　この要綱は、平成30年４月５日から施行する。
２　この要綱は、平成32年５月31日限りその効力を失う、ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第９条第３項及び第４項並びに第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
（附　則）
１　この要綱は、平成30年12月25日から施行する。
（附　則）
１　この要綱は、平成31年○月○日から施行する。

	（附　則）
１　この要綱は、平成30年４月５日から施行する。
２　この要綱は、平成31年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第９条第３項及び第４項並びに第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
（附　則）
１　この要綱は、平成30年12月25日から施行する。






新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

		

別表第2　略
	

別表第2　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
	



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
	



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

別記第1号様式の１－２～別紙１－１－３　略
	

別記第1号様式の１－２～別紙１－１－３　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	



別紙１－２－１　略
	



別紙１－２－１　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

別紙１－２－３　略
	

別紙１－２－３　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	（削除）




















	



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

別記第２号様式の１－２～別紙２－１－２　略
	

別記第２号様式の１－２～別紙２－１－２　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	


別紙２－２－１～２－２－３　略
	


別紙２－２－１～２－２－３　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	



別記第３号様式～別記第４号様式　略
	



別記第３号様式～別記第４号様式　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

別記第５号様式の１－２～別紙５－１－２　略
	

別記第５号様式の１－２～別紙５－１－２　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	




別紙５－２－１～別紙５－２－３　略
	




別紙５－２－１～別紙５－２－３　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	




別紙６号様式～別紙８－４　略
	[bookmark: _GoBack]




別紙５－２－１～別紙８－４　略



image6.emf
Ａ Ｂ

増産を目的とした林業

１０分の３以内

機械のレンタル

台

式

３．林業機械のレンタルに関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

増産を目的とした作業

台 ２分の１以内

式

増産を目的とした作業

台

システム改善のための 式

林業機械及び設備の導

入

４．作業システムの改善に関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

５　附帯事務費 式 ２分の１以内

５．附帯事務費に関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　事業区分１を実施する市町村に限る。

呼称単位

　（２）　加工事業者との間で、協定を締結し、

 

補助事業により生産される原木は、加工事業者(自社加工含む）に優先して

 

供給しな

        ければならない。

　　　　　なお、対象樹種には広葉樹を含む（ただし、木炭用・椎茸栽培用は含まない）。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　原木運搬用トラックについては、フォワーダ→２ｔトラック、２ｔ→４ｔトラック等現行作業システムを改善する効果のあ

　　　　る場合に限る。

　（５）　搬出する木材生産量が別に定める基準を満たすこと。

　（６）　レンタル機械の使用箇所には、国有林の分収造林（立木販売）を含むことができる。ただし、請負事業（システム販売を含

　　　　む）は認めない。

　（２）　加工事業者との間で、協定を締結し、

 

補助事業により生産される原木は、加工事業者(自社加工含む）に優先して

 

供給しな

        ければならない。

　　　　　なお、対象樹種には広葉樹を含む（ただし、木炭用・椎茸栽培用は含まない）。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　１事業計画の補助金は10万円以上であること。

　（５）　本体機械が大蔵省令に定める耐用年数に相当する期間以上の使用が可能であること。

　（６）　搬出する木材生産量が別に定める基準を満たすこと。

　（７）　「木材の運搬実績のある運送会社」とは、木材運搬実績が3年以上ありかつ3社以上の事業体との間で木材の運搬の実績を有す

　　　　るものとする。

１の補助対象経費の1,000分の4

以内

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

３　林業機械の

　　レンタル　

ただし、経費のうち消

費税,回送料及び返却時

の修繕費等を除く。

　金額の上限は、15万円/月･台とし、レンタル期間

は1月以上6月以下とする。

４　作業システ

　　ムの改善

２　高性能林業機械等導入の高

性能林業機械※、汎用機械、そ

の他作業機(ベースマシーンを

除く。）の設置、改良

及び低質材運搬用トラックの改

良

システムの改善のため

の林業機械の改良

作業システムの改善となる機械

装置及び設備

人件費、賃金、謝金、旅費、需

用費（食糧費を除く。）、役務

費、委託料、使用料及び賃借料

並びに備品購入費（耐用年数が

事業実施期間を超える場合は、

補助対象外）

(注）１　「１高性能林業の導入」、「２林業機械のリース」、「５附帯事務費」については、原則市町村が事業主体に補助する場合に

　　　　補助金を交付することとし、知事が別に定める場合に限り事業主体に補助することができる。

　　 ２　「３林業機械のレンタル」、「４作業システムの改善」については、原則事業主体に補助金を交付することとし、「４作業シ

　　　　ステムの改善」については知事が別に定める場合に限り市町村に補助することができる。

２　高性能林業機械等導入の高

性能林業機械※、その他増産

(伐木、集材、造材又は小運

搬）を目的とした林業機械、バ

イオマス搬出用機械(チッパー

等）及び作業道開設に用いる多

工程作業機械、低質材運搬用ト

ラック、原木運搬用トラック

(ただし、生産性改善効果のあ

るもの）

事業区分１の実施につ

いて、指導監督等に要

する経費とし、対象と

なる内容は、「工種又

は施設区分」に掲げる

ものとする。


image7.emf
別記第１号様式の１（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者 氏　　　名 印　　　

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業の内容及び経費の配分総括表 単位：円

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の

　総額（消費税額を含めた額）としてください。

　　　　 ５　　作業システムの改善では、市町村が補助事業者の場合のみこの様式を利用してください。

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外事業費を記入してください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 平成　　年度において下記のとおり事業を実施したいので、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の

規定により、補助金　　　　　　　　　　　円の交付を申請します。

事業主体

事業費

（消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D）

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入

        してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要する経費から

 

　　　　残存価格を引いたもの

 

としてください。


image8.emf
別記第１号様式の１（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者 氏　　　名 印　　　

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業の内容及び経費の配分総括表 単位：円

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の

　総額（消費税額を含めた額）としてください。

　　　　 ５　　作業システムの改善では、市町村が補助事業者の場合のみこの様式を利用してください。

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・４

 

※



・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外事業費を記入してください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 平成　　年度において下記のとおり事業を実施したいので、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の

規定により、補助金　　　　　　　　　　　円の交付を申請します。

事業主体

事業費

（消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D）

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入

        してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要する経費と

　　　　してください。


image9.emf
別記第１号様式の２（第４条関係）

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

住　　　所

補助事業者氏　　　名印　　　

補助事業者氏　　　名 印　　　

生年月日

生年月日(市町村の場合は、不要です）

記

１　事業の目的

２　事業内容及び経費の配分（別紙１－２－１のとおり）

３　収支計画書（別紙１－２－２のとおり）

４　事業着手予定年月日（別紙１－２－１）のとおり）

５　事業完了予定年月日（別紙１－２－１のとおり）

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及び代表者の職・氏名を記入してください。）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金　　　　　　　　　　円

を交付されるよう下記の関係書類を添えて申請します。


image10.emf
別記第１号様式の２（第４条関係）

高知県知事　　　　　　　　　　　様

 

又は

 

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

住　　　所

補助事業者氏　　　名印　　　

補助事業者氏　　　名 印　　　

生年月日

生年月日(市町村の場合は、不要です）

記

１　事業の目的

２　事業内容及び経費の配分（別紙１－２－１のとおり）

３　収支計画書（別紙１－２－２のとおり）

４　事業着手予定年月日（別紙１－２－１）のとおり）

５　事業完了予定年月日（別紙１－２－１のとおり）

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及び代表者の職・氏名を記入してください。）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金　　　　　　　　　　円

を交付されるよう下記の関係書類を添えて申請します。


image11.emf
別紙１－２－２

１　収　入

単位：円

予　　　算　　　額 備　　　　　考

２　支　出

単位：円

予　　　算　　　額 備　　　　　考

３　添付資料

（１）

（２） 見積書、実施設計書等（事業計画書の金額に変更があった場合）

（３



）

納付義務がない場合は本人からの申立書

収　支　計　画　書

区　　　　　分

事業区分

納税証明書（＝完納証明書、税務課ホームページ「納税証明書の発行」参照）、又は県税の

県　   補　　助   　金

市   　町   　村   　費

そ　　　　の　　　　他

計

計

市町村以外の事業主体が当該補助金に消費税等相当額を含めて交付申請する場合は、事業主

体の直近の消費税等の確定申告書（写し）、課税売上高を確認することができるもの及び消費税

法第37条第１項の規定に基づく届出書（写し）


image12.emf
別紙１－２－２

１　収　入

単位：円

予　　　算　　　額 備　　　　　考

２　支　出

単位：円

予　　　算　　　額 備　　　　　考

３　添付資料

（１）

（２） 見積書、実施設計書等（事業計画書の金額に変更があった場合）

（３）

 

林業機械のレンタルについては、別紙１－２－４及び安定供給協定書（写し）

 

（４）

 

納付義務がない場合は本人からの申立書

収　支　計　画　書

区　　　　　分

事業区分

納税証明書（＝完納証明書、税務課ホームページ「納税証明書の発行」参照）、又は県税の

県　   補　　助   　金

市   　町   　村   　費

そ　　　　の　　　　他

計

計

市町村以外の事業主体が当該補助金に消費税等相当額を含めて交付申請する場合は、事業主

体の直近の消費税等の確定申告書（写し）、課税売上高を確認することができるもの及び消費税

法第37条第１項の規定に基づく届出書（写し）


image13.emf
別紙１－２－４

 

　林業機械のレンタル　

 

　　　１　利用計画

 

数量

 

（台）

 

（間伐

 

～

 

２　機械保有台数等

 

（注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は、レンタル機械を使用する事業体名を「事業主体」欄に記入してください。

 

　　　２　「レンタル期間」欄はレンタル開始予定月日から終了予定月日を記入してください。

 

　　　３　「使用日数｣欄は､実稼働日数（予定）を記入してください。

 

　　　４　「素材生産量」欄は、レンタル機械を使用して実施する搬出間伐及び主伐の面積・素材生産量を記入してください。

 

　　　５　ジョイントにより素材生産を行なう場合は､ジョイントの相手先を備考欄に記入してください。

 

３　作業システム（機械の組み合わせ）

 

（注）　１　レンタル機械と組み合わせる機械名を記入してください。（例）チェンソー、スイングヤーダ、ハーベスタ、フォワ-ダ等

 

　　　　２　作業道開設、土場積込み等に使用する場合は、空欄に記入してください。

 

事業主体

 

機種名

 

規格等

 

区　分

 

レンタル期間

 

レンタル

 

使用日数

 

備考

 

日数（日）

 

（日）

 

面積

 

材積

 

/皆伐）

 

（ha)

 

（m3)

 

うち協定出荷

 

月　　日

 

月　　日

 

事業主体

 

プロセッサ

 

ハーベスタ

 

スイングヤーダ

 

フォワーダ

 

ウインチ付きグラップル

 

バックホウ

 

事業主体

 

使用機械

 

伐木

 

集材

 

造材

 

小運搬

 

素材生産量

 


image14.emf
別記第２号様式の１（第６条関係）

林業（振興）事務所長　様

補助事業者　　　氏　　　　名　　印　　　

１　変更（中止・廃止）の理由

２　変更の内容及び経費の配分総括表 単位：円

（注）１

２

３　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

４

５　作業システムの改善では、市町村が補助事業者のときのみこの様式を利用してください。

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・５を記入　）

記

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

　「補助対象事業費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入してく

ださい。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうち、リース対象物件の取得に要する経費から残存価格を引

 

いたもの

 

としてください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、住所も

記入してください。）

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整

備事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、その承認を申請します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の総額（消

費税額を含めた額）としてください。

　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（裸書き）とにより変更前と変更後との内容を対比してください

（変更のない箇所は、２段書きの必要はありません。）。


image15.emf
別記第２号様式の１（第６条関係）

林業（振興）事務所長　様

補助事業者　　　氏　　　　名　　印　　　

１　変更（中止・廃止）の理由

２　変更の内容及び経費の配分総括表 単位：円

（注）１

２

３　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

４

５　作業システムの改善では、市町村が補助事業者のときのみこの様式を利用してください。

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・４

 

※



・５を記入　）

記

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

　「補助対象事業費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入してく

ださい。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうち、リース対象物件の取得に要する経費としてください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、住所も

記入してください。）

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整

備事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、その承認を申請します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の総額（消

費税額を含めた額）としてください。

　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（裸書き）とにより変更前と変更後との内容を対比してください

（変更のない箇所は、２段書きの必要はありません。）。


image16.emf
別記第２号様式の２（第６条関係）

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者名氏　　　名 印　　　

記

１　変更等の理由

２　補助金交付申請累計額 金 円

　　　　（　今回増減額 金 円　）

３　変更等計画書（別紙２－２－１のとおり）

４　収支変更等計画書（別紙２－２－２のとおり）

５　変更後の事業完了予定年月日 年　　月　　日

第     　　　号

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

　 平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　　号で交付の決定（又は変更の決定）の通知があり

ました補助金について、下記のとおり計画を変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整備事業

費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
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別記第２号様式の２（第６条関係）

高知県知事　　　　　　　　　　　様

 

又は

 

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者名氏　　　名 印　　　

記

１　変更等の理由

２　補助金交付申請累計額 金 円

　　　　（　今回増減額 金 円　）

３　変更等計画書（別紙２－２－１のとおり）

４　収支変更等計画書（別紙２－２－２のとおり）

５　変更後の事業完了予定年月日 年　　月　　日

第     　　　号

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

　 平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　　号で交付の決定（又は変更の決定）の通知があり

ました補助金について、下記のとおり計画を変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整備事業

費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
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別紙２－２－４

　林業機械のレンタル　

　　　１　利用計画

数量

（台）（間伐

～

 (注）　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（下段裸書き）とを対比し記入してください（変更のない箇所は、対比する必要はありません。）。

２　機械保有台数等

（注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は、レンタル機械を使用する事業体名を「事業主体」欄に記入してください。

　　　２　「レンタル期間」欄は、レンタル開始予定月日から終了予定月日を記入してください。

　　　３　「使用日数｣欄は､実稼働日数（予定）を記入してください。

　　　４　「素材生産量」欄は、レンタル機械を使用して実施する搬出間伐及び主伐の面積・素材生産量を記入してください。

　　　５　ジョイントにより素材生産を行なう場合は､ジョイントの相手先を備考欄に記入してください。

３　作業システム（機械の組み合わせ）

（注）　１　レンタル機械と組み合わせる機械名を記入してください。（例）チェンソー、スイングヤーダ、ハーベスタ、フォワ-ダ等

　　　　２　作業道開設、土場積込み等に使用する場合は、空欄に記入してください。

３　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（下段裸書き）とを対比し記入してください（変更のない箇所は、対比する必要はありません。）。

事業主体 機種名 規格等 区　分 レンタル期間 レンタル 使用日数 備考

日数（日） （日） 面積 材積

/皆伐） （ha) （m3)

うち県内加工

 

事業者等

 

月　　日 月　　日

事業主体 プロセッサ ハーベスタ スイングヤーダ フォワーダ

ウインチ付きグラップル

バックホウ

事業主体 使用機械 伐木 集材 造材 小運搬

素材生産量
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別紙２－２－４

　林業機械のレンタル　

　　　１　利用計画

数量

（台）（間伐

～

 (注）　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（下段裸書き）とを対比し記入してください（変更のない箇所は、対比する必要はありません。）。

２　機械保有台数等

（注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は、レンタル機械を使用する事業体名を「事業主体」欄に記入してください。

　　　２　「レンタル期間」欄は、レンタル開始予定月日から終了予定月日を記入してください。

　　　３　「使用日数｣欄は､実稼働日数（予定）を記入してください。

　　　４　「素材生産量」欄は、レンタル機械を使用して実施する搬出間伐及び主伐の面積・素材生産量を記入してください。

　　　５　ジョイントにより素材生産を行なう場合は､ジョイントの相手先を備考欄に記入してください。

３　作業システム（機械の組み合わせ）

（注）　１　レンタル機械と組み合わせる機械名を記入してください。（例）チェンソー、スイングヤーダ、ハーベスタ、フォワ-ダ等

　　　　２　作業道開設、土場積込み等に使用する場合は、空欄に記入してください。

３　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（下段裸書き）とを対比し記入してください（変更のない箇所は、対比する必要はありません。）。

事業主体 機種名 規格等 区　分 レンタル期間 レンタル 使用日数 備考

日数（日） （日） 面積 材積

/皆伐） （ha) （m3)

うち協定出荷

 

月　　日 月　　日

事業主体 プロセッサ ハーベスタ スイングヤーダ フォワーダ

ウインチ付きグラップル

バックホウ

事業主体 使用機械 伐木 集材 造材 小運搬

素材生産量
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別記第５号様式の１（第９条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者 氏　　　名 印　　　

記

１　事業の実績

（１）総　括 単位：円

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

      ５　事業区分４「作業システムの改善」では、知事が認めたときのみこの様式を利用してください。

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交

付の決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項

の規定により、その実績を下記のとおり報告します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業

　　　　費の総額（消費税額を含めた額）としてください。

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額

        を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要

　　　　する経費から残存価格を引いたもの

 

としてください。
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別記第５号様式の１（第９条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者 氏　　　名 印　　　

記

１　事業の実績

（１）総　括 単位：円

第　     　　　　　　 号

平成　　年　　月　　日

平成　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・４※

 

・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

      ５　事業区分４「作業システムの改善」では、知事が認めたときのみこの様式を利用してください。

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交

付の決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項

の規定により、その実績を下記のとおり報告します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業

　　　　費の総額（消費税額を含めた額）としてください。

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額

        を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要

　　　　する経費としてください。
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別記

別記第５号様式の２（第９条関係）

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

住　　　所

補助事業者氏　　　名印　　　

補助事業者氏　　　名 印　　　

生年月日(市町村の場合は、不要です）

記

１　事業実績報告書（別紙５－２

 

－１のとおり）

２　収支精算書（別紙５－２

 

－２のとおり）

３　事業完了年月日（別紙５－２

 

－１のとおり）

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及び代表者の職・氏名を記入してください。）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交

付の決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項

の規定により、その実績を下記のとおり報告します。
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別記

別記第５号様式の２（第９条関係）

　高知県知事　　　　　　　　　　　様

 

　又は

 

高知県○○林業（振興）事務所長　様

住　　　所

住　　　所

補助事業者氏　　　名印　　　

補助事業者氏　　　名 印　　　

生年月日(市町村の場合は、不要です）

(　※別表第１の事業区分１-ア・１-イ・２・４※・５を記入　）

記

１　事業実績報告書（別紙５－１

 

－１のとおり）

２　収支精算書（別紙５－１

 

－２のとおり）

３　事業完了年月日（別紙５－１

 

－１のとおり）

平成　年　月　日

平成　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分３・４を記入　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及び代表者の職・氏名を記入してください。）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

  平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交

付の決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項

の規定により、その実績を下記のとおり報告します。
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別紙５－２－４

１　補助事業者名

２　実施した事業内容

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

(注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は「事業主体」欄には、レンタル機械を使用した事業主体名を記入してください。

２　「機種名」欄は、レンタルした機種名(例：バックホウ）を記入してください。

３　「搬出材積」欄は、レンタル機械を使用して搬出した材積量及び協定先（要綱第５条（11）の加工事業者）への出材量を記入してください。

４　複数台をレンタルした場合は、機械毎に「機種名」、「数量」、「規格等」、「レンタル期間」、「事業費」及び「稼動率」欄はそれぞれ記入してください。

　　ただし、同じ事業地で使用した場合の「搬出材積」は、レンタル期間の最も早い日から最も遅い日までの間に搬出した材積の計を記入してください。

５　「レンタル金額」欄は、補助対象経費を記入してください。

６　「施業の種類/搬出面積」欄は、主伐・間伐・作業道開設の別と面積（作業道は幅×延長で算出）を記入してください。(例　間伐　1.00ha）

３　事業実施状況確認書類

（１）　レンタル機械を使用した作業状況並びに機種及び型番を確認できる写真をレンタル機械ごとに添えてください。

（２）　レンタル機械を使用した1/25,000又は1/50,000の位置図及び1/5,000の施業図を添えてください。

レンタル事業実施報告書

事業主体 施工箇所 機種名 契約先 数量 規格等 レンタル期間

事　　業　　費　　　　

（レンタル金額）

稼　動　状　況

施業の種類／

搬出面積

搬出材積/

（

うち県内加工

 

事業者等

 

）

備考

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日
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別紙５－２－４

１　補助事業者名

２　実施した事業内容

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

レンタル日数（a）

日

台 円使用日数（b)

日

ha ｍ３

稼働率（ｂ）/（a)

％

(　　　ｍ3)

(注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は「事業主体」欄には、レンタル機械を使用した事業主体名を記入してください。

２　「機種名」欄は、レンタルした機種名(例：バックホウ）を記入してください。

３　「搬出材積」欄は、レンタル機械を使用して搬出した材積量及び協定先（要綱第５条（11）の加工事業者）への出材量を記入してください。

４　複数台をレンタルした場合は、機械毎に「機種名」、「数量」、「規格等」、「レンタル期間」、「事業費」及び「稼動率」欄はそれぞれ記入してください。

　　ただし、同じ事業地で使用した場合の「搬出材積」は、レンタル期間の最も早い日から最も遅い日までの間に搬出した材積の計を記入してください。

５　「レンタル金額」欄は、補助対象経費を記入してください。

６　「施業の種類/搬出面積」欄は、主伐・間伐・作業道開設の別と面積（作業道は幅×延長で算出）を記入してください。(例　間伐　1.00ha）

３　事業実施状況確認書類

（１）　レンタル機械を使用した作業状況並びに機種及び型番を確認できる写真をレンタル機械ごとに添えてください。

（２）　レンタル機械を使用した1/25,000又は1/50,000の位置図及び1/5,000の施業図を添えてください。

レンタル事業実施報告書

事業主体 施工箇所 機種名 契約先 数量 規格等 レンタル期間

事　　業　　費　　　　

（レンタル金額）

稼　動　状　況

施業の種類／

搬出面積

搬出材積/

（うち協定

 

）

備考

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日

　年　月　日

～　　年　月　日


image1.emf
別表第１（第２条、第４条－第１１条関係）

事業内容 事業主体 補助事業者

ア.原木増産型 選定経営体の高性能林業機械等導入

に対する支援

イ.災害復旧支援型

選定経営体が、５カ年のリース契約

により高性能林業機械等を導入する

ための支援

市町村、森林整備法人

等、選定経営体及び広域

利用のため選定経営体に

対して貸付けを行う者

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

増産を目的とした林業機械のレンタ

ルに対する支援

増産等を目的とした作業システムの

改善のための既存機械の改良、機械

装置及び設備の導入に対する支援

事業区分

１　高性能林業機械の導入

２　林業機械のリース

３　林業機械のレンタル 森林組合、生産森林組合、林業者等の組織する団体（３

名以上で組織する林業生産を業とする団体）、地方公共

団体等が出資する法人又は素材生産事業者で県内に事業

所を有しているもの並びに高知県森林組合連合会及び高

知県素材生産業協同組合連合会

４　作業システムの改善 森林組合、生産森林組合、林業者等の組織する団体（３

名以上で組織する林業生産を業とする団体）、地方公共

団体等が出資する法人又は素材生産事業者で県内に事業

所を有しているもの並びに木材の運搬実績のある運送会

社及び市町村

市町村、森林整備法人

等、知事が選定した林業

経営体（以下「選定経営

体」という。）及び広域

利用のため選定経営体に

対して貸付けを行う者

で、県内に事業所を有す

 

る法人であるもの

 

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

平成30年7月豪雨により被災した高性

能林業機械の再整備に対する支援

市町村、森林組合、生産

森林組合、森林組合連合

会、林業者等の組織する

団体、森林整備法人、施

業受託者、流域森林・林

業活性化センター、地方

公共団体等が出資する法

人、林業事業体及び特認

団体

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

５　附帯事務費

事業区分１の実施について、補助事

業者である市町村の指導監督及び事

業の推進に必要な会議の開催等に要

するもの

市町村
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別表第１（第２条、第４条－第１１条関係）

事業内容 事業主体 補助事業者

ア.原木増産型 選定経営体の高性能林業機械等導入

に対する支援

イ.災害復旧支援型

選定経営体が、５カ年のリース契約

により高性能林業機械等を導入する

ための支援

市町村、森林整備法人

等、選定経営体及び広域

利用のため選定経営体に

対して貸付けを行う者

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

増産を目的とした林業機械のレンタ

ルに対する支援

増産等を目的とした作業システムの

改善のための既存機械の改良、機械

装置及び設備の導入に対する支援

事業区分

１　高性能林業機械の導入

２　林業機械のリース

３　林業機械のレンタル 森林組合、生産森林組合、林業者等の組織する団体（３

名以上で組織する林業生産を業とする団体）、地方公共

団体等が出資する法人又は素材生産事業者で県内に事業

所を有しているもの並びに高知県森林組合連合会及び高

知県素材生産業協同組合連合会

４　作業システムの改善 森林組合、生産森林組合、林業者等の組織する団体（３

名以上で組織する林業生産を業とする団体）、地方公共

団体等が出資する法人又は素材生産事業者で県内に事業

所を有しているもの並びに木材の運搬実績のある運送会

社及び市町村

市町村、森林整備法人

等、知事が選定した林業

経営体（以下「選定経営

体」という。）及び広域

利用のため選定経営体に

対して貸付けを行う者

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

平成30年7月豪雨により被災した高性

能林業機械の再整備に対する支援

市町村、森林組合、生産

森林組合、森林組合連合

会、林業者等の組織する

団体、森林整備法人、施

業受託者、流域森林・林

業活性化センター、地方

公共団体等が出資する法

人、林業事業体及び特認

団体

市町村等

（原則として市町村とす

る。ただし、事業主体とし

ての条件は満たしている

が、事業主体が所在する市

町村の補助制度上の理由等

により、市町村が補助事業

者になることができない場

合に限り、事業主体のうち

知事が特に認めたものは、

補助事業者になることがで

きる。）

５　附帯事務費

事業区分１の実施について、補助事

業者である市町村の指導監督及び事

業の推進に必要な会議の開催等に要

するもの

市町村
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別表第３（第３条関係）

Ａ Ｂ

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

グラップル 台

台

フォワーダ 台

台

搬器 台

集材機 台

機械保管倉庫 棟 ㎡

その他 ー

１．高性能林業機械等の導入のうちア．原木増産型に関する留意事項について

１０分の７以内

台

１．高性能林業機械等の導入のうちイ．災害復旧支援型に関する留意事項について

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

グラップル 台

台

フォワーダ 台

台

搬器 台

集材機 台

その他 ー

２．高性能林業機械等の導入に関する留意事項について

呼称単位

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

グラップル付きトラック

広域利用林業機械

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　受益者戸数が5戸以上であること。

 

　（３

 

）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４

 

）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（５

 

）　受益範囲において、素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上であること又は目標値の伸び率以上　　

　　　　であること。

　（６

 

）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産を達成できること。

　（７

 

）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（８

 

）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

高性能林業機械等※

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（４）　被災施設において、被災前の生産能力に回復し、被災地域における林業・木材産業の再建に取り組むものであること。

　（５）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産を達成できること。

　（６）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（７）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の実施要領等に定める基準を満たすこと。

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

グラップル付きトラック

広域利用林業機械

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　事業計画が、県の「林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化に関する事項についての基本構想」に照らし適切

　　　　なものであること。

　（４）　リース期間満了までにおおむね3,000m3/年以上の素材生産を行うことが計画されておりその達成が見込まれること。

　（５）　リース物件はリース事業者が当該物件の製造又は販売業者等から新たに購入する者であり、リース期間は5年であること。

　（６）　リース料の水準その他リースの条件が妥当なものであり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事業者への返

　　　　還又は廃棄されるものであること。

　（７）　リース契約に、リース対象物件の取得価格及び残存価格

 

（消費税及び地方消費税を除く。）を明記すること。

　（８）　リース契約に機械の導入年度に補助金がリース事業者に支払われる旨明記されており、かつ、支払うリース料はこれを差し引

　　　　いた額を基に算出されていること。

　（５）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（６）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

呼称単位

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

１　高性能林業　

　　機械の導入

 ア.原木増産型

上記に同じ

１　高性能林業　

　　機械の導入

イ．災害復旧

支援型

被災した高性能林業機

械の再整備に要する経

費とし、対象となる施

設は、「工種又は施設

区分」に掲げるものと

する。

平成30年7月豪雨に被災した

高性能林業機械等のうち、知

事の認めたもの

２　林業機械のリー

ス

上記に同じ

事業区分補助対象経費工種又は施設区分　補　　助　　率

高性能林業機械等導入

に要する経費とし、対

象となる施設は、「工

種又は施設区分」に掲

げるものとする。

林業機械のリースに係

る経費のうち、リース

対象物件の取得に要す

る経費から残存価格が

 

ある場合は残存価格を

 

引いたもの

 

とし、対象

となる施設は、「工種

又は施設区分」に掲げ

るものとする。
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別表第３（第３条関係）

Ａ Ｂ

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

グラップル 台

台

フォワーダ 台

台

搬器 台

集材機 台

機械保管倉庫 棟 ㎡

その他 ー

１．高性能林業機械等の導入のうちア．原木増産型に関する留意事項について

１０分の７以内

台

１．高性能林業機械等の導入のうちイ．災害復旧支援型に関する留意事項について

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

グラップル 台

台

フォワーダ 台

台

搬器 台

集材機 台

機械保管倉庫

 

棟

 

㎡

 

その他 ー

２．高性能林業機械等の導入に関する留意事項について

呼称単位

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

グラップル付きトラック

広域利用林業機械

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（４）　受益範囲において、素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上であること又は目標値の伸び率以上　　

　　　　であること。

　（５）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産を達成できること。

　（６）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（７）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

高性能林業機械等※

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（４）　被災施設において、被災前の生産能力に回復し、被災地域における林業・木材産業の再建に取り組むものであること。

　（５）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産を達成できること。

　（６）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（７）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の実施要領等に定める基準を満たすこと。

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

グラップル付きトラック

広域利用林業機械

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　事業計画が、県の「林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化に関する事項についての基本構想」に照らし適切

　　　　なものであること。

　（４）　リース期間満了までにおおむね3,000m3/年以上の素材生産を行うことが計画されておりその達成が見込まれること。

　（５）　リース物件はリース事業者が当該物件の製造又は販売業者等から新たに購入する者であり、リース期間は5年であること。

　（６）　リース料の水準その他リースの条件が妥当なものであり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事業者への返

　　　　還又は廃棄されるものであること。

　（７）　リース契約に、リース対象物件の取得価格（消費税及び地方消費税を除く。）を明記すること。

　（８）　リース契約に機械の導入年度に補助金がリース事業者に支払われる旨明記されており、かつ、支払うリース料はこれを差し引

　　　　いた額を基に算出されていること。

　（５）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（６）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

呼称単位

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

１　高性能林業　

　　機械の導入

 ア.原木増産型

上記に同じ

１　高性能林業　

　　機械の導入

イ．災害復旧

支援型

被災した高性能林業機

械の再整備に要する経

費とし、対象となる施

設は、「工種又は施設

区分」に掲げるものと

する。

平成30年7月豪雨に被災した

高性能林業機械等のうち、知

事の認めたもの

２　林業機械のリー

ス

上記に同じ

事業区分補助対象経費工種又は施設区分　補　　助　　率

高性能林業機械等導入

に要する経費とし、対

象となる施設は、「工

種又は施設区分」に掲

げるものとする。

林業機械のリースに係

る経費のうち、リース

対象物件の取得に要す

る経費とし、対象とな

る施設は、「工種又は

施設区分」に掲げるも

のとする。
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Ａ Ｂ

増産を目的とした林業

１０分の３以内

機械のレンタル

台

式

３．林業機械のレンタルに関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

増産を目的とした作業

台 ２分の１以内

式

増産を目的とした作業

台

システム改善のための 式

林業機械及び設備の導

入

４．作業システムの改善に関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

５　附帯事務費 式 ２分の１以内

５．附帯事務費に関する留意事項について

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　事業区分１を実施する市町村に限る。

　（６）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

呼称単位

　（２）　補助事業により生産される原木は、加工事業者等

 

(自社加工含む）にその半数以上を

 

供給しなければならない。

　　　　　なお、対象樹種には広葉樹を含む（ただし、木炭用・椎茸栽培用は含まない）。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　原木運搬用トラックについては、フォワーダ→２ｔトラック、２ｔ→４ｔトラック等現行作業システムを改善する効果のあ

　　　　る場合に限る。

　（５）　搬出する木材生産量が別に定める基準を満たすこと。

　（６）　レンタル機械の使用箇所には、国有林の分収造林（立木販売）を含むことができる。ただし、請負事業（システム販売を含

　　　　む）は認めない。

　（２）　補助事業により生産される原木は、加工事業者等

 

(自社加工含む）にその半数以上を

 

供給しなければならない。

　　　　　なお、対象樹種には広葉樹を含む（ただし、木炭用・椎茸栽培用は含まない）。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　１事業計画の補助金は10万円以上であること。

　（５）　本体機械が大蔵省令に定める耐用年数に相当する期間以上の使用が可能であること。

　（６）　搬出する木材生産量が別に定める基準を満たすこと。

　（７）　「木材の運搬実績のある運送会社」とは、木材運搬実績が3年以上ありかつ3社以上の事業体との間で木材の運搬の実績を有す

　　　　るものとする。

１の補助対象経費の1,000分の4

以内

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

３　林業機械の

　　レンタル　

ただし、経費のうち消

費税,回送料及び返却時

の修繕費等を除く。

　金額の上限は、15万円/月･台とし、レンタル期間

は1月以上6月以下とする。

４　作業システ

　　ムの改善

２　高性能林業機械等導入の高

性能林業機械※、汎用機械、そ

の他作業機(ベースマシーンを

除く。）の設置、改良

及び低質材運搬用トラックの改

良

システムの改善のため

の林業機械の改良

作業システムの改善となる機械

装置及び設備

人件費、賃金、謝金、旅費、需

用費（食糧費を除く。）、役務

費、委託料、使用料及び賃借料

並びに備品購入費（耐用年数が

事業実施期間を超える場合は、

補助対象外）

(注）１　「１高性能林業の導入」、「２林業機械のリース」、「５附帯事務費」については、原則市町村が事業主体に補助する場合に

　　　　補助金を交付することとし、知事が別に定める場合に限り事業主体に補助することができる。

　　 ２　「３林業機械のレンタル」、「４作業システムの改善」については、原則事業主体に補助金を交付することとし、「４作業シ

　　　　ステムの改善」については知事が別に定める場合に限り市町村に補助することができる。

　　 ３　補助金額については、事業費に「補助率」欄に定める単価等を適用して算出するものとし、当該補助金額に1,000円未満の端数

 

　　　　を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

 

２　高性能林業機械等導入の高

性能林業機械※、その他増産

(伐木、集材、造材又は小運

搬）を目的とした林業機械、バ

イオマス搬出用機械(チッパー

等）及び作業道開設に用いる多

工程作業機械、低質材運搬用ト

ラック、原木運搬用トラック

(ただし、生産性改善効果のあ

るもの）

事業区分１の実施につ

いて、指導監督等に要

する経費とし、対象と

なる内容は、「工種又

は施設区分」に掲げる

ものとする。


